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株式会社アイムファクトリーとの業務提携に関するお知らせ 

 

当社の連結子会社 DD インベストメント株式会社（代表取締役：松田 元、以下「DDI 社」）

は、平成 28年 8月 19 日、株式会社アイムファクトリー（代表取締役：川畑 雅巳、以下「ア

イム社」）との間で、業務提携を行うことで合意に達し、調印致しましたのでお知らせいた

します。 

記  

 

１．業務提携の理由 

この度のアイム社との業務提携は、DDI 社が最も力を入れている分野の一つである、地方

創生事業の拡大推進を目的としております。アイム社は、神戸を拠点とする製菓アトリエ

において、手作りのアイシングクッキーをはじめ、添加物を極力使用しないベジタブルク

ッキーを製造から販売まで一気通貫で手がけております。アイム社の主力ブランドである

「デコ・アンド・ベジ」は、野菜や果物を中心とした地域農産品をふんだんに活用するこ

とで、地方創生を軸とする、新たなブランディング強化のフェーズに入っております。お

中元やお歳暮の際、当社が代理店として当該商品を販売強化し、累積顧客数百社を越える

当社グループのお取引先様に対する拡販が期待できます。 

DDI 社が手掛ける地方創生プロジェクトとの連携により、地域経済への貢献性が高まるこ

とで、アイム社の収益向上、地域特産品の販売機会、当社グループの収益向上実現が期待

されます。また、当営業活動の展開に付随し、各地の行政・自治体との接点が増えて参り

ます。行政・自治体との接点が増え、業務協定締結機会が拡大することで、当社グループ

の提供するプロダクトの販売機会につながることも期待出来ます。 

なお、業務提携を結ぶにあたり、業務提携をより強固なものとするため、アイム社が発

行する転換社債型新株予約権付社債（ＣＢ）の一部（450 万円）を引き受けることといたし

ました。 

 

２．業務提携の内容 

この共同事業を通して、地方にて生産した野菜や果物、穀物などの農産品を活用するこ

とで地方創生事業の拡大を目指してまいります。 

 



 

 

３．当社連結の子会社の概要（平成 28年 1月 31 日現在） 

① 名     称  ＤＤインベストメント株式会社 

② 代表者の役職・氏名  代表取締役  松田 元 

③  所  在  地  大阪府大阪市北区西天満 4-11-22 

④ 設 立 年 月 日 平成 18 年 9 月 15 日 

⑤ 資  本  金  3,000 万円 

⑥ 事 業 内 容  地方創生事業および有価証券市場調査 

⑦ 大株主及び持分比率 株式会社デジタルデザイン ： 100% 

 

 

 

４．業務提携先の概要（平成 28 年 7 月 31 日現在） 

① 名      称 株式会社アイムファクトリー 

② 本 店 所 在 地 神戸市北区藤原台中町 6-8-8 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 川畑 雅巳 

④ 事 業 内 容 創作焼菓子の企画・製造・販売 

⑤ 資 本 金 の 額 1,000 万円 

⑥ 設 立 年 月 日 平成 5 年 12 月 

⑦ 大株主及び持株比率 川畑雅巳 95%          

⑧ 

 

 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません 

⑨ 最近 3 年間の財政状態及び経営成績 

 2013 年 10 月期 2014 年 10 月期 2015 年 10 月期 

純資産 △4,774 千円 △2,203 千円 △2,053 千円 

総資産 16,688 千円 21,735 千円 27,362 千円 

1 株当たり純資産 △23,874 円 △11,015 円 △10,269 円 

売上高 46,209 千円 37,518 千円 37,141 千円 

営業利益 △852 千円 3,136 千円 546 千円 

経常利益 △1,200 千円 2,643 千円 221 千円 

当期純利益 △1,282 千円 2,571 千円 149 千円 

1 株当たり当期純利益 △6,412 円 12,859 円 745 円 

1 株当たり配当金 －円 －円 －円 

 



 

 

５．日程 

  （１） 業務提携契約の調印日 ： 平成 28年 8月 19 日 

  （２） 業務開始日      ： 平成 28年 9 月 

 

６．今後の見通し 

 本件による当期（平成 29 年１月期）業績への影響については軽微と見込んでおります 

が、開示の必要が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

                                   以 上 


